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第９章．管理運営 

９．１業務所掌  

〔現況〕 

・本校の管理運営は、校長を中心とする指導体制が整っていると考えています。校長は、学園の理事

として学園の意思決定に参画し、また学園人事委員会及び予算編成審議会、安全衛生委員会、国際

交流委員会、研究支援機構運営委員会、教育支援機構運営委員会等、学園の常設委員会の委員とし

て本校を代表して参画しています。（資料９－１－①－１「学校法人金沢工業大学運営組織図」） 

・本校は、教務主事、学生主事、進路指導主事、研究主事及び各学科長、地域連携主任、一般教科主

任、事務局長、事務局参事による校長の補佐体制が整備されています。各主事及び各学科長、地域

連携主任、一般教科主任、事務局長、事務局参事は、校長の指導に基づき校務を分担しています。

（資料９－１－①－２「学校法人金沢工業大学管理規則」） 

・本校には、各主事が長を務める入試、教務、厚生補導、進路指導等の委員会やこれらの専門部会が

組織されており、本校の意思決定を支えています。 

 

（資料９－１－①－１） 

「学校法人金沢工業大学運営組織図」 
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（資料９－１－①－２） 

「学校法人金沢工業大学管理規則」 
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（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」PP.31～34 抜粋） 
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〔評価〕 

・学園の寄附行為細則（資料９－１－①－３「学校法人金沢工業大学寄附行為細則」）は、第14条にお

いて理事長職務の権限委譲を定め、本校の教育・研究の責任者を校長としています。これにより、

校長が本校の教育・研究の最高意思決定者として規則上の位置付けが明確にされています。教学の

責任者としての校長の意思は、学園及び本校において尊重される伝統的な風土が形成されていると

考えています。 

・校長が学園の委員に参画することにより、本校の発展に係わる情報発信や意思決定が適切に行われ

ています。 

・本校のように比較的小規模な学校においては、校長を中心とする指導体制の確立は重要であり、全

教職員の協力を得て、教育・研究の充実発展を目指す必要があると考えています。校長を中心とす

る補佐体制は、各主事及び学科長のもとに各種委員会等を組織し、全教職員が校務運営に参加する

本校独自の体制の要として十全な機能を発揮していると考えています。 

〔改善点〕 

ありません。 
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（資料９－１－①－３） 

「学校法人金沢工業大学寄附行為細則」 

 

 

（出典：金沢工業高等専門学校規則類集Ｐ.１５） 
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９．２諸規程、組織及び危機管理 

〔現況〕 

・ 本校の管理運営に係わる規定は、学園管理規則によって定められ、さらに、これに基づいた諸規

則が整備されています。 

・本校の管理運営組織は、管理部門を法人本部に、支援部門を教育支援機構及び研究支援機構に、教

学に係わる事務は本校事務局において実施運営が図られています。こうした運営組織を有機的につ

なぎ、機能するために、校長、事務局長は日常的に各部門の担当者と連携を図っています。（資料９

－２－①－１「事務分掌規程」） 

・ 校長は、年度当初の教員会議において各委員会及び事務組織についての業務上の考慮事項を示し、

効果的・効率的な業務処理を進めることを明示しています。 

・ 各委員会は校長の指針・指示、ＦＤ活動結果等の改善指示、業務改善提案に基づき、必要に応じ

相互に調整をして案件ごとに業務実施要領を企画立案し、学務会議の承認を得た上で実行してい

ます。 

・ 近年、危機管理は学校における重要管理要因となっており、学園の統一的な考え方の下に学園施

設部の専管事項（金沢工業大学規則集「事務分掌規程」Ｐ．１１４，施設部の基本業務（２）安

全の推進及び環境保全に関する業務（３）防災、警備等に関する業務）とされ、本校の関係事項

管理もこの下で実施しています。危機管理に関わる項目は、防災、警備、防犯、環境保全、研究

管理、安全・衛生はじめ、学生の登下校安全、いじめなども含む広範囲な内容と認識しています。

これらに関わる情報は学園理事会にも速報されることになっており、学園内の危機管理情報につ

いて校長はほぼリアルタイムで承知できることとなっています。同様に人事関係の危機管理事項

は、学園人事委員長の下に集約され、人事委員会委員である校長は情報を共有できることとなっ

ています。校長は、承知した危機管理情報に基づき必要な処置をとることとしています。 

・ 東海・北陸地区に存在する高専間では、防災に関わる危機管理の申し合わせをしています。（資料

９－２－①－２「東海・北陸地区高専防災に関する申し合わせ」） 

・ 防災、警備を除く危機管理事項は学園の安全委員会の下部組織である本校安全委員会が所轄して

います。（資料９－２－①－３「金沢工業大学安全衛生委員会規程」）本校はこの規程の下に「学

科等委員会」として位置づけられています。本校の全教職員は安全委員に指名され、危機管理の

一翼を担っています。（資料９－２－①－４「金沢高専安全監査報告目次」）安全委員会では定期

的な安全監査を行い、事案の未然防止と危機管理に努めています。 

・ 校内の安全状況を確認するため、ＩＤによる入出校管理、安全確認カメラによる状況確認態勢を

完備しています。 

〔評価〕 

・ 管理運営の根幹となる校長の補佐体制については、学校法人金沢工業大学管理規則「第６章 高

専」（資料９－２－①－５）に規定されており、これに基づき管理運営体制が適切に整備されてい

ると考えています。 

・ 危機管理については、学園の一元的な管理の下に管理されています。施設部及び安全委員会が業

務を所掌し点検・維持を行っています。また、本校も安全委員会を設置し、全教員が安全委員と

なり正常な修学運営に努めています。安全状況は校長の安全点検及び学園の安全監査及び抜き打

ち点検によって確認され、不具合事項があれば必要に応じて教育及び改善が図られています。 

・ 現在までのところ危機管理に関する事案は発生していないことから、本校の危機管理は適切に行 
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 われていると認識しています。 

・学生に優れた教育環境を提供し、特色ある教育展開を可能にしている現状は、これを支える本校及

び学園の管理運営組織が適切に機能していると考えています。また、全教員がそれぞれの役割の中

で本校の運営に直接係わる体制は、本校の特色であり、管理運営の円滑化に大きく貢献していると

認識しています。 
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（資料９－２－①－１） 

「事務分掌規程」 
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      （出典：「金沢工業高等専門学校規則類集」Ｐ.36） 
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（資料９－２－①－２） 
「東海・北陸地区高専防災申し合わせ」 

（注：各学校長印 略） 
（出典：岐阜高専総務課第１５号、２２．４．２０）



 - 262 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料９－２－①－３） 
「金沢工業大学安全委員会規程」 

 
（出典：「金沢工業大学規則集」Ｐ２１１）
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（資料９－２－①－４） 
「金沢高専安全監査報告目次」 

 

（出典：平成２１年度金沢高専安全監査報告書）
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（資料９－２－①－５） 
「管理規則第６章 高専」 

 
（出典：「金沢工業大学規則集」Ｐ．１０８）
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９．３自己点検・評価と結果の公表 

〔現況〕 

・本校の目指すところは建学綱領に明記され、その実現のために教職員が努力しています。 

校長も就任に当たってはこれを遵守することを誓約しています。本校が学校教育法第１０９条並び

に学校教育法施行規則第１６６条に則り、教育目的を達成するための自己点検評価を行うことは勿

論ですが、私学としての本校の独自性を維持するための施策を携行して行うことも本校の責務であ

ると認識しています。 

・本校では三位一体の教育の要の１つは教職員にあるとの見方から、建学以来教育に対する教職員の

熱き思いを大切にしてきました。したがって、自己点検自己評価の観点についても教職員の「人間

形成」、「技術革新」、「産学協同」に関する情熱を重視し、提案される改善意見を大切にしています。 

・本校の自己点検自己評価の基準は、この「建学綱領」と「建学綱領具体化事項ＫＩＴアイディアル」

であります。建学綱領とＫＩＴアイディアルについては、第１章において述べました。 

・このような観点から本校の自己点検自己評価の主体は、全教員が提出する「教育の抱負及び実施に

関する報告書（自己点検自己評価書）－実施計画」「教育の抱負及び実施に関する報告書（自己点検

自己評価書）－実施結果」としています。しかしながら上記体系は教育及び学務に限られることか

ら、人事管理、業務管理、財務、危機管理等いわゆる管理については別途「業務報告書」として自

己点検評価しています。自己点検評価結果は要素評価の都度学園理事会に報告され（例えば資料９

－３－①－１「学生募集行事参加状況」）、その結果に基づき必要な指示と具体的な施策が講じられ

ています。 

・以上述べました各種の自己点検評価結果をまとめて年度の業務報告を兼ねて、自己点検評価書を作

成し、ホームページも含め公開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
7/24（月）、8／25（金） 7／24（火）、8／25（土） 7／26（土）、8／23（土） 8／22（土）、8／23（土）

230名 165名 171名 356名
9／30（土） 10／13（土） 10／18（土） 10／10（土）
80名 96名 77名 82名

11／25（土） 11／17（土） 11／22（土） 11／21（土）
87名 72名 82名 114名

入試説明会

（資料9-2-①-1）

学生募集行事参加状況

体験入学

オープン
キャンパス

（資料９－３－①－１） 



 - 266 -

〔分析〕 

・ 本校の自己点検評価は、建学綱領を規準とし、教務及び学務の両面については「教育改善への取

組と今年度の目標」を中心とし、管理一般については「業務報告」を中心として構成されていま

す。それぞれの内容の概要については要点において理事会、評議員会を経て学園のホームページ

にて公開されています。 

・ 総合的な自己点検自己評価書については、本校のホームページにて公開しています。 

〔改善点〕 

 ありません。 

 

９．４自己点検・評価の結果の第３者検証 

〔現況〕 

・ 本校の外部有識者による評価検証機関は「十年委員会」です。しかしながら「十年委員会」の開

催は、本校の大きな方向転換に関して開催されてきました。「十年委員会」は構成メンバーが会議

に集まることが出来る時間に制約があることから、厳密な意味では、常に外部有識者による検証

が実施されているとは考えていません、しかし、本校の恒常的な学校運営については、十年委員

会の下部組織あるいは「理事会」及び「評議委員会」がその任に当たってきました。特に、本校

については、理事会及び評議員会に参加できる有資格者が校長（理事会及び評議員会）及び事務

局長（評議員会のみ）であることから（議決権理事会１/12、評議委員会２/25）、当該会議に上程

する事項そのものが、その都度、第３者評価を受けることに相当すると認識しています。 

〔評価〕 

・ 自己点検自己評価書は両委員会への上程事項となっているので、その審議を通じて、建学綱領の

具現についての努力が評価されていると考えています。 

 

９．５ 評価結果のフィードバックとそのシステム 
〔現況〕 

・ＫＴＣ教育評価委員会での案件等は、校長によって「十年委員会」に報告され、十年委員会委員か

ら意見が述べられます。この意見は、校長によって教務委員会、厚生補導委員会、進路指導委員会、

ハンズオン研究委員会等の各委員会に報告され、具体的な運営方法の検討を行います。一方、改善

にかかる施策が学園の各部門において立案され、組織的に実施される仕組みとなっています。 

・各教員の教育・研究に関する自己点検評価の現状は、報告書としてまとめられ、それらを教職員及

び学園関係者に配布することで、それぞれの意見が各教員に寄せられます。さらに、校長と各教員

との個別面談による自己点検評価や、「教育成果発表会」による教職員間の意見交換等は、教育・研

究の質を向上させる仕組みとしています。 

・授業アンケート結果の検証と改善については、関係各委員会の検討結果も参考にし、授業の改善に

向けた取り組みを優先して実施しております。校長は、アンケート結果に基づく各教員の改善、努

力について随時授業視察を行って状況確認に勤めると共に個人面談を行って、教員の教育能力改善

を推進しています。 

〔評価〕 

・十年委員会委員から学園理事会にもたらされた改善提言は、本校ならびに学園の各支援機構に対す

る場合も学園理事長の直接的な指示による学園全体による組織的な活動として位置付けられ、その
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改善が図られる仕組みがあると考えています。 

・ 日常的な教育・研究に係わる改善は、各教員と校長の授業視察・指導、個別面談や教育成果発表

会による意見交換、授業視察と指導を通じて行われる仕組みが整っていると考えています。また、

授業アンケ－ト結果についても、すでに授業の改善、取り組みが行われております。（資料９－５

－①－１「改善を要する教員数の経年変化」）今後は、各委員会を中心にアンケート結果に基づく

検討、改善を学生との話し合いを進める中で、さらなる進展を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．６評価の反映 

〔現況〕 

・ 学園理事会の諮問機関として、理事長及び外部有識者によって組織された「十年委員会」（資料９

－６－①－１「十年委員会規程」）が設けられています。本校の「ＫＴＣ教育評価委員会」（資料

９－６－①－２「ＫＴＣ教育評価委員会規程」は、十年委員会の専門委員会として本校の教育・

研究に係わる状況について、校長を通じて適宜報告することになっています。十年委員会の意見

は、学園理事会として受け止め、学園の管理運営に反映すると共に、本校の教育・研究の改善に

活かしています。（資料９－６－①－３「第１３回十年委員会」） 

・十年委員会は、本学園の経営方針を説明し、本校の生き残りを賭けた特色化の方向性について評価して

いただく場として存在しています。本校の将来計画や管理運営、高等教育に対する企業や社会の要望な

ど、本学園の戦略策定の上、重要な位置付けにあります。本校の平成１９年の学科改組計画は、平成18

年１０月開催の十年委員会において校長が報告し意見をいただく中で実現が果たされたものです。ま

た校長は、創造性教育の充実を図るために「金沢高専夢考房」の設置を学園理事長に上申し、学園

理事会では平成５年４月開催の第１回十年委員会の意見を踏まえ、本校特色化推進の重要施策とし

て、金沢高専創造実験棟（金沢高専夢考房棟）を平成５年７月に開設いたしました。 

・平成１８年１０月には第１３回十年委員会においては、技術のグローバル化への対応の必要性を示

唆されました。これを受けて「ニュージーランドオタゴポリテクへの留学促進」、「海外連携校との

テレビ会議システムの設定」、「工学・英語協同学習（ＣＬＥ２）事業の申請・受託」は、その具現化

のための施策です。 

（資料９－５－①－１） 
「改善を要する教員数の経年変化」 

 

 

（出典：「金沢高専における三位一体によるＦＤ活動」工学教育５８巻２号Ｐ．４５） 
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・同時に学生募集状況改善についての報告の中で「学科名称の不明確さ」「募集施策の改善」について

戴いた意見を実現するため、「平成２０年学科名称変更」、「平成２１年度からの募集組織の改編」及

び「入学試験の一部変更」などを行いました。これにより募集状況が好転しつつあると認識してい

ます。 
・十年委員会の株組織であるＫＴＣ教育評価委員会は毎年授業アンケート及び総合アンケートを実施し本

校の教務、学務及び管理についての第３者意見を把握し、分析結果を校長に報告しています。校長は結

果を参考にし必要な施策を各委員会に諮問し、得られた施策案を学務会議で検討し教育の改善に必

要な施策を決定しています。 
〔評価〕 

・外部有識者による意見は多様であり、学園全体に係わる点や本校で独自に対応すべき点等がありま

す。十年委員会における校長の学務報告に対する有識者からの意見聴取は、多数の学園関係者の出

席の中で行われ、今後の教育・研究の方向性や改善等が共有されてきたと考えています。 

・十年委員会からは、特に、本校の特色化の推進を図ることが求められています。国際コミュニケー

ション情報工学科は、社会的情勢の推移を踏まえ、本校教育の最大の特色とするハンズオン教育と

並び、従来実施してきた情報教育と英語教育の充実強化を図り、国際的に通用する語学力と情報技

術を駆使でき得る創造性に溢れたエンジニアの育成を目的とする学科として設置しました。時代の

進展に鑑み、平成２０年度にはこの名称をグローバル情報工学科、電気情報工学科を電気電子工学

科と改称し、同時に学生定員を高専設置基準で示す４０名とし、教育の充実を目指しています。 

・本校の特色ある英語教育は、関係中学校に認識されるようになりました。またその推進役となる「Ｃ

ＬＥ２」はよく認識され、公開シンポジウムに部外者が参加するようになりました。 

〔改善点〕 

 第３者による評価意見については、勤めて反映するようにしている積りですが、実行に伴う予算運

用や観点の相違から、見落しているものもがあることを心配しています。今後一層注意を払い、公務

に反映してゆく積りです。 
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（資料９－６－①－１） 

「十年委員会規程」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十 年 委 員 会 規 程  

 
第１条 学校法人金沢工業大学に理事会の諮問機関として十年委員会(以下「委員会」という。)
を置く。 

第２条 委員会は本法人の建学の精神に基づく教育・研究の充実発展を図るため、教育・研究並

びに経営の、計画及び状況を点検し評価する。 
第３条 委員会は理事長及び理事長が委嘱する学外の有識者５名から 10名以内で構成する。 
第４条 委員会に委員の互選により議長を置く。 
第５条 委員会は年１回以上開催することとし、招集は議長の求めに応じ、理事長が行う。 
第６条 委員会には教育・研究並びに経営の、計画及び状況を報告説明するため、必要な教職員

を出席させる。 
第７条 委員会に次の専門委員会を置く。 

(1) 研究評価支援委員会(研究) 
(2) ＫＩＴ評価向上委員会(教育) 
(3) ＫＴＣ教育評価委員会(教育) 
(4) 顧客満足度向上プロジェクト委員会(経営) 

第８条 専門委員会の長は委員会の求めに応じ、委員会に出席し報告しなければならない。 
第９条 委員会の事務は、常務理事を事務長とし、法人職員が担当する。 
 

附 則 
１ この規程は、平成４年 11月１日から施行する。 
２ この規程は、平成 11年４月１日改正施行する。 
 

（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」P.54）

 
［十 年 委 員 会 委 員 ］ 

 

・井 内 慶 次 郎 ((財)日本視聴覚教育協会 会長、(学)金沢工業大学 顧問) 
・山 本 卓 眞（富士通(株) 名誉会長） 
・椎 名 武 雄 (日本ＩＢＭ(株) 最高顧問） 
・棚 橋 祐 治（石油資源開発(株) 代表取締役社長、金沢工業大学 客員教授） 
・濱 田 淳 一（(株)安川電機 専務取締役米州地域統括） 
・玉 越 良 介（(株)ＵＦＪ銀行 取締役会長） 
・深 山  彬（(株)北國銀行 代表取締役頭取） 
・前 田 正 雄（前 金沢工業大学 教育担当副学長） 
・泉 屋 利 郎（(学)金沢工業大学 理事長） 
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（資料９－６－①－２） 

「KTC教育評価委員会規程」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＴＣ教育評価委員会規程  

 

 (委員会の目的) 

第１条 この規程は、管理規則第 4 条第 1 項第 3 号ロに定めるＫＴＣ教育評価委員会（以下「委

員会」という。）について、必要な事項を定める。 

 (委員会の設置) 

第２条 委員会は、金沢工業高等専門学校（以下「本校」という。）が実施する教育活動全般につ

いての自己及び外部点検評価の結果を確認することで、建学の精神に基づく教育活動の活性化

となお一層の教育改革の推進に資することを目的とする。 

 (委員会の役割) 

第３条 委員会は、次の者を委員として構成する。 

(1)教務主事及び研究主事 

(2)学科長 

(3)校長が指名する者 

(4)事務局長 

２ 教務主事は、委員長となり会務を主宰する。 

 (委員会の運営) 

第４条 委員会は、委員長が招集し議長を務める。 

２ 議長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者の出席を求め意見を聴くことができる。

３ 前項の規定にかかわらず、校長は、随時、委員会に出席することができる。 

４ 委員長は、委員会で審議した事項を十年委員会に報告するため、委員会報告を取り纏め校長

に提出しなければならない。 

５ 委員長は、委員会報告を校長に提出するにあたり、本校の各種委員会との円滑な連携を図る

ため、事前に報告内容について学務会議の同意を得なければならない。 

 (委員会の事務) 

第５条 委員会の事務は、事務局が行う。 

２ 事務局は、会議の議事録を作成し、議長の確認を得た後これを保管する。 

 

附 則 

１ この規程は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。 

２ この規程は、平成 16 年 4 月 1 日から改正施行する。 

 
 

（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」P.55）
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（資料９－６－①－３） 

「第13回十年委員会」 

 
 

（出典 「旦月会」 2006年11月号 PP.18～19） 
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（出典 「旦月会」 2008年11月号 PP.18～19） 
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９．７外部教育資源の活用及び地域連携 

〔現況〕 

・ 本校の建学綱領の１つに産学協同があり、建学以来地域との連携を通下学生教育の実践を重視し

実行して参りました。平成１９年には石川県下の高等教育機関が連携する「石川大学コンソーシ

アム」に設立当初から参加しています。その中で、地域教育協力のための施策、文科省ＧＰへの

共同申請と実行、連携授業への協力、企業との共同研究、地域の社会活動への参画の場を使った

学生教育等の活動に参加しています。 

・ 地域連携教育センターでは、外部の教育資源活用のための情報を収集しこれを関係専門学科に紹

介して教育に役立てるよう心がけています。一般教育においても体育活動や大会の開催などでは、

地域の施設を活用し効果的な運営が出来るようにしています。地域連携センターにおいては、大

学コンソーシアムとは独自に、地域教育協力のための施策、連携授業への協力、企業との共同研

究、地域の社会活動への参画の場を使った学生教育等の活動も行っています。 

・ 地域連携センターの独自の所掌業務には、地域活動を通して学生教育を推進する任務があり、地

域で開催される工業見本市への出展、出前授業、ものづくりイベント出展、中学ロボコン支援、

中・小学校におけるものづくり支援授業などを行っています。これらの活動では学生を主役とし、

準備・展示・説明及び教育等を体験させることを通じて社会人力の育成を目指しています。 

・ ものづくり教育及びキャリア教育では、地域の企業、有識者及び卒業生の経験を活用した技術審

査、専門に関する特別講演、キャリア講演等を行いベテランのノウハウに接する機会を設けてい

ます。 

・ 研究面では、地域の企業及び卒業生の関係する企業と連携し共同研究を実施しています。これら

のテーマは主として５学年生の卒業研究テーマとして実施されています。また、本校の工学アカ

デミア基金に寄附された資金については、これを学生の対外的教育活動参加のために使用するこ

ととしています。このことによって、ロボコン及びプロコン以外の体外的ものづくり活動への参

画を容易にしています。 

・ 地域の社会活動への参画では、地元の清掃活動へ参加し、公徳心の養成と奉仕の精神の醸成を図

っています。 

・ 幾つかの部活動では部外の経験者をコーチとして招聘し、専門的な技術指導と共に、学生の社会

人力の向上を図っています。 

〔評価〕 

・本校のものづくり教育では、企業のベテラン技術者並びに卒業生の技術者を特別講演又は技術審査

審査員として招聘し、学生が技術ノウハウ、技術者倫理並びに社会人力を習得できる機会を増やし

ています。（資料９－７－①－１「ものづくりにおける技術審査への卒業生の参加」）、（資料９－７

－①－２「卒業生のキャリア講演」）これらの授業ではポートフォリオや感想文を書くことで、印象

教育を行っています。 

・教員のＦＤ活動では、部外有識者の講演聴講や企業研修を行い、現状認識を図っています。 

・本校は建学当初より全学生のインターンシップを実施するなど、部外教育力を活用した連携教育努

力をしてきたと認識しています。学生はその場を経験することによって、授業では得られない社会

人力を身に付けることが出来ると考えています。 

・工業見本市への出展（資料９－７－①－３「ＭＥＸ金沢のポスターとその出展状況」）、出前授業（資

料９－７－①－４「中学校における理科出前授業」）、ものづくりイベント出展（資料９－７－①－
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５「金沢ものづくりフェア出展」）、慰問訪問（資料９－７－①－６「介護施設慰問」）、中学ロボコ

ン支援、中・小学校におけるものづくり支援授業などを行い、学生が前面に出ることによって社会

人力を涵養する機会を作っています 

・部活動の部外コーチは、財政的なこともあり全ての部について招聘することが出来ませんが、継続

した指導を受けることで妥当な成果を得ていると認識しています。 

・教育における部外教育資源の活用については、産学協同を標榜する本校が目標としてきたものの１

つであり、これら資源を直接活用すること及び地域連携活動を学生主体で実施することによって間

接的に外部資源を活用することの２面を行ってまいりました。その結果、教育を受講した学生ある

いは連携活動に参加した学生の満足度は高く、教育効果が上がっていると認識しています。（資料９

－７－①－７「創造設計教育の満足度の例」） 

・部外教育資源の活用については、教育効果が高いものの経済的負担も高く費用・効果の面で適正化

を図る必要を感じています。今後は、学校全体を見通して効率的・効果的な実施に努めたいと考え

ています。 

〔改善点〕 

 ありません。 
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（資料９－７－①－１） 
「ものづくりにおける技術審査への卒業生の参加」 

バルサブリッジの審査会（１年生） 

 
校内案内ロボット計画審査会（４年生） 

校内案内ロボット設計審査会（４年生） 
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（資料９－７－①－２） 
「卒業生のキャリア講演」 

 

第１期卒業生の講演（１年生対象） 

 

企業の第一線で活躍している技術者による講演会

中村留精密工業

別川製作所

玉田工業

長野ポンプ

ＲＢコントロールズ共和工業所オリエンタルチエン工業

北菱

澁谷工業
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（資料９－７－①－３） 
「ＭＥＸ金沢のポスターとその出展状況」 

MEX金沢工業見本市に成果物を展示・説明

入場者：68,000人出展：154社

Machinery & Electronics 
Exhibition

金沢高専ブース

来場者に説明している学生

来場者に説明している学生
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（資料９－７－①－４） 
「中学校における理・数科出前授業」 
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（資料９－７－①－５） 
「金沢ものづくりフェア（サイエンスアゴラ）出展」 
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（資料９－７－①－６） 
「介護施設慰問」 
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（資料９－７－①－７） 
「創造設計教育の満足度の例」 

 

 

     （出典：「ＫＴＣ授業アンケート報告書」Ｈ２１，Ｐ21～22）
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（資料９－７－①－８） 
「出前授業参加中学生の感想文」 
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９．８広報活動 

〔現況〕 

・本校では、学校における活動をホームページ、成果集、論文集、シンポジウム、発表会、コミュニ 

ティーラジオ放送、広報誌、学校説明会、中学教員等に対する対面説明、学校公開、関係学会等に 

よって社会に発信しています。これらは本校の母体である学校法人金沢工業大学が発信するものと 

本校独自のものとがあります。 

・ホームページについては主として対象を中学生に置き、本校の年中行事やその成果について解説し

ています。平成２１年度には部外意見を参考に、分かりやすさを追及したホームページに一新しま

した。 

・教員の１年間の教育研究成果は、毎年度末に開催する教育成果発表会及びその発表論文集の刊行を

もって公開しています。（資料９－８－①－１）「平成２１年度教育成果発表会の状況と論文集」教

育成果発表会発表論文集は、本校に関係する中学校にも配布されています。平成１９年度に文部科

学省から受託した教育プログラム開発「１６歳からする将来の工場長育成教育プログラムの開発」

成果は、全国の高等専門学校及び主要大学（工学部）宛配布しています。 

・教員の研究成果は、学園が発刊する成果集「Ｂｕｃｋ Ｕｐ」（資料９－８－①－２）において、「金

沢工業高等専門学校の部」に掲載され、卒業生並びに部外に公表されています。 

・本校は創造技術教育研究所を併設しています。研究所では研究所員（本校教員）の年間教育成果及

び本校教員の研究成果をまとめた、本校の紀要に相当する論文集「創造技術教育（ＩＳＳＮ１８８

４－１５４６）」（資料９－８－①－３）を毎年発刊、公表しています。 

・文部科学省受託事業等の成果については、シンポジウム（資料９－８－①－４「１６歳からの“将

来の工場長”育成教育プログラムの開発と実践」）、（資料９－８－①－５「ＣＬＥ２シンポジウム」）

の形で公表しています。 

・学園と本校が発刊する広報誌も教育研究の成果を公表するために活用しています。学園の「旦月会

報」では主として教職員と学生の活動成果を、本校の広報誌「専（もはら）」（資料９－８－①－６）

では主として学生の活動成果を取り上げて公開しています。教員の専門に関する研究成果は学会を

主体に公開されています。 

・成果の最も著名に現れるのは、学校における日々の教育活動であるとの認識の下に、本校では年間

を通じて学校公開を行っています。 

〔評価〕 

・本校では、ホームページをはじめ、広報誌、論文集、成果集およびシンポジウム資料等の刊行物 

 並びに対面説明と学校公開による情報発信活動によって、教育研究活動等の状況や、その活動の成

果に関する情報を十分発信していると考えています。最近の学生募集結果の微増は、これらの総合

結果の表れと認識しています。 

・高等専門学校の目的を達成するための、校長始め主事、各委員会等の役割が明確に定められ、効果

的な業務が遂行できる態勢が整っています。校長は学園の意思決定に関わると共に、学校運営に必

要な規程及び委員会が設置されており、決定事項の具現に向けて、また危機管理に必要なリーダー

シップを発揮できる状況にあると考えます。 

・各教員による報告書の作成と、それに基づく校長との面談は、本校教育・研究の改善を図る基盤と

なっており、これが教務と学務の推進に重要な役割を果たしています。 

・教務・学務及び管理事項一般に関する事故点検評価の結果は、理事会、評議員会あるいは「学園業
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務報告」を通じ第３者による評価を受けており、同様の内容が「自己点検自己評価書」として本校

ホームページに公開されています。 

・十年委員会による第三者評価は、さまざまな見解から本校の方向性が示され、本校ならびに学園の

各組織に対して組織的な改善活動が展開されると共に、評価結果が本校の特色化に向けた改善に寄

与していると考えています。また、評価の際に提案された意見については勤めて実現する方向で取

り組まれており、適切な運営と管理がされていると認識しています。 

・本校は設立当初から学生全員のインターンシップを実施する等産学連携に努めてまいりました。そ

の結果、授業への協力、キャリアデザイン講話への参画など幾つかの点で地域社会の協力を得られ

ることが出来ました。今後は共同研究によるプロジェクトへの学生の参加なども含めたような手段

で、成果を公開することが出来る仕組みを考えます。 

〔改善点〕 

第三者評価機関としての十年委員会の開催時期がやや流動化する傾向にあることから、第三者評価

を理事会、評議委員会あるいは総合アンケートに依存しているので、十年委員会の下部組織である

ＫＴＣ教育委員会の業務を見直すことを検討する必要があると考えています。 
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（資料９－８－①－１） 
「平成２１年度教育成果発表会の状況と論文集」 

（出典：「旦月会報」、Ｈ２２．５Ｐ．４２）
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（資料９－８－①－２） 
「Back Up」 
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（出典：「Back Up」No.28,(21.3)P.122）
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（資料９－８－①－３） 
「創造技術教育（ＩＳＳＮ１８８４－１５４６）」 
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（資料９－８－①－４） 
「１６歳からする将来の工場長育成教育プログラムの開発」 
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（資料９－８－①－５） 
「ＣＬＥ２シンポジウム」 
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（資料９－８－①－６） 
「専」 
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９.９.８ 自己評価のまとめ 

本校の校長は、学園の理事として理事会の意志決定に参画するとともに、本校の教学に関して理事

長からの権限委譲を受けており、教育目的を達成するための効果的な意志決定を行える体制となって

います。校長の補佐体制は、教務主事、学生主事、進路指導主事、研究主事、学科長及び事務局長か

ら構成され、校長の指示によりそれぞれの校務を分担しており、有効に機能しています。学校の管理

運営のための組織は学校法人全体として構築されており、管理部門を法人本部で、教育及び研究の支

援部門を教育支援機構と研究支援機構で、教学部門を併設大学と本校に区分し、それぞれが学校の目

的を達成するために適切に機能していると考えています。これら管理運営に関する規程は管理規則に

よって定められ、これに基づき諸規程が整備されています。 

学園理事会に諮問機関として理事長及び外部有識者による十年委員会が組織され、学校法人の教

育・研究・経営全般にわたる将来計画や状況の点検・評価が行われ、外部有識者の意見が適切な形で

本校の管理運営に反映されています。 

十年委員会及びその専門委員会であるＫＴＣ教育評価委員会は、本校を含めた学校法人全体の現状

や改革の方針等の報告や、それに対する評価、討議、意見の陳述等を行っており、教育・研究、組織

運営等の総合的な状況に対する評価機能の一部を担っています。また、ＫＴＣ教育評価委員会は、平

成１５年度よりＫＴＣ授業アンケート及びＫＴＣ総合アンケートを実施し、学生、卒業生、関連企業、

教職員から、教育・研究、施設・設備や学校への要望などの多様な項目に関する意見の聴取が行われ

ています。両アンケートについてはその内容が結果報告集としてまとめられ、教職員、学校法人関係

者に公表されていますが、現状では、評価に基づく改善の成果が得られるまでには至っていません。

十年委員会が行う学校法人全体に係る総合的な状況に対する評価については、本校の各種委員会に報

告され、改善の施策が検討されるシステムが整えられており、国際コミュニケーション情報工学科の

設置、金沢高専夢考房の設置、グローバル情報工学科への名称変更、グローバル化への教育改革、募

集活動の改善などの具体的な改善に結び付いています。 

 

以上のとおり、管理運営体制及び事務組織の整備状況、外部有識者の意見の反映の状況、及び学校

の総合的な状況に関する自己点検・評価の実施状況、成果の公表状況を総合的に判断すれば、現時点

において相応であると考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 294 -

９．９財務 

９．９．１資産及び債務 

〔現況〕 

・本校は、高等専門学校設置基準に定められる校地、校舎、図書、設備を有しており、基準を超える

充実した教育環境を学生に提供できていると考えています。また、債務について本校は「０」であ

り、法人全体としても適正な状況にあると考えています。（資料９－９－①－１「貸借対照表」）、（資

料９－９－①－２「財産目録」）、（資料９－９－①－３「収支計算書」） 

・資産は学校法人として所有しており、それぞれ大学・高専が使用することにしています。土地につ

いては、共用としています。また、建物、教室等については使用区分を明確にし、図書館・学生厚

生施設（食堂等）は大学と共用使用しています。 
〔評価〕 

・本校の運営母体である学園の全面的な支援を得て、充実した教育研究活動が継続できていると考え

ています。本校の規模において、単独で大きな資産を保有することなく、金沢工業大学との共用に

よって実現できている現在の教育環境は、本校にとって満足できるものとなっています。 

 

（資料９－９－①－１） 

「貸借対照表」 

  

 

(単位 千円)

金 額 金 額

固定資産 65,582,652 固定負債 5,243,410

有形固定資産 53,702,529 長  期  借  入  金 3,638,630

　土      地 19,034,105 退 職 給 与 引 当 金 1,492,383

　建      物 24,351,808 そ の 他 の 固 定 負 債 112,397

　構  築  物 1,300,971

  教育研究用機器備品 5,685,996 流動負債 7,002,505

　図      書 1,776,674 短  期  借  入  金 609,130

　その他の有形固定資産 1,552,975 前      受      金 5,974,399

その他の固定資産 11,880,123 そ の 他 の 流 動 負 債 418,976

　引当特定資産 11,444,992

　その他の固定資産 435,131 負 債 の 部 合 計 12,245,915

第1号基本金 72,493,743

流動資産 18,501,554 第2号基本金 0

　現 金 預 金 17,990,879 第3号基本金 1,250,822

　その他の流動資産 510,675 第4号基本金 980,000

基 本 金 の 部 合 計 74,724,565

翌年度繰越消費収入(△支出)超過額 △ 2,886,274

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 △ 2,886,274

科 目科 目

貸 借 対 照 表
平成22年3月31日

資 産 の 部 合 計 84,084,206
負 債 の 部 、 基 本 金 の 部 及 び
消 費 収 支 差 額 の 部 合 計 84,084,20684,084,206

科 目
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（資料９－９－①－２） 

「財産目録」 

 

 

一 資  産　額

(一)基本財産

１  土  地(団地)

野々市・久安校地 177,846 ㎡ 7,898,716 千円

八束穂校地 81,079 ㎡ 2,509,612 千円

天池校地他 319,613 ㎡ 915,084 千円

２  建  物
 (１)　校　舎 190,759 ㎡ 24,632,935 千円
３　構築物 1,222,005 千円
４　図  書 503,431 冊 1,776,674 千円

５　校具､教具及び備品 32,315 点 5,773,162 千円

６　その他の資産 270,460 千円

(二）運用財産

１　現金、預金 17,990,879 千円

２　積立金 11,444,992 千円

３　有価証券 161,583 千円

４　その他の資産 9,488,104 千円

(三)収益事業用財産 0 千円
合 計 84,084,206 千円

二 負  債　額
１　固定負債
(１)長期借入金

日本私立学校振興・共済事業団 3,398,630 千円
その他の長期借入金 240,000 千円

(２)退職給与引当金 1,492,383 千円
(３)その他の固定負債 112,397 千円

２　流動負債
(１)短期借入金 609,130 千円

(２)前  受  金 5,974,399 千円

(３)未  払  金 101,649 千円

(４)その他の流動負債 317,327 千円

合 計 12,245,915 千円

学校法人金沢工業大学

財　産　目　録

科 目 金　　　　　　額

平成22年3月31日
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（資料９－９－①－３） 

「収支計算書」 

  

〔改善点〕 

 現在の学園一括財務管理をおこなっている範囲では、問題ありません。 

 

 

(資金収支計算書) (単位 千円)

科 目 科 目

学生生徒等納付金収入 11,001,370 11,001,370 0 人 件 費 支 出 5,984,016 5,962,250 21,766

手 数 料 収 入 128,859 132,530 △ 3,671 教育研究経費支出 4,098,695 4,025,577 73,118

寄 付 金 収 入 54,647 56,147 △ 1,500 管 理 経 費 支 出 1,775,830 1,730,823 45,007

補 助 金 収 入 1,988,326 1,999,860 △ 11,534 借入金等利息支出 80,675 80,675 0

 国庫補助金収入 1,987,700 1,998,384 △ 10,684 借入金等返済支出 646,900 646,900 0

　地方公共団体補助金収入 626 1,476 △ 850 施 設 関 係 支 出 2,043,418 1,962,421 80,997

資 産 運 用 収 入 175,579 183,483 △ 7,904 設 備 関 係 支 出 499,405 498,124 1,281

資 産 売 却 収 入 67,587 67,588 △ 1 資 産 運 用 支 出 51,093 51,092 1

事  業  収  入 279,417 273,128 6,289 そ の 他 の 支 出 394,481 377,882 16,599

雑    収    入 377,960 386,903 △ 8,943

借 入 金 等 収 入 900,000 900,000 0

前 受 金 収 入 5,367,723 5,972,702 △ 604,979 ( 0 )

そ の 他 の 収 入 1,868,008 1,955,655 △ 87,647 (予 備 費) 200,000 200,000

資金収入調整勘定 △ 6,062,750 △ 6,126,628 63,878 資金支出調整勘定 △ 204,707 △ 216,592 11,885

前年度繰越支払資金 16,307,293 16,307,293 次年度繰越支払資金 16,884,213 17,990,879

収 入 の 部 合 計 32,454,019 33,110,031 △ 656,012 支 出 の 部 合 計 32,454,019 33,110,031 △ 656,012

(消費収支計算書) (単位 千円)

科 目 科 目

学生生徒等納付金 11,001,370 11,001,370 0 人    件    費 5,841,877 5,818,964 22,913

手    数    料 128,859 132,530 △ 3,671 教 育 研 究 経 費 6,376,973 6,290,634 86,339

寄    付    金 95,784 106,729 △ 10,945 (うち減価償却額) ( 2,278,278 ) ( 2,260,498 ) ( 17,780 )

補    助    金 1,988,326 1,999,860 △ 11,534 管  理  経  費 1,883,980 1,863,417 20,563

　国庫補助金 1,987,700 1,998,384 △ 10,684 (うち減価償却額) ( 108,150 ) ( 105,901 ) ( 2,249 )

　地方公共団体補助金 626 1,476 △ 850 借 入 金 等 利 息 80,675 80,675 0

資 産 運 用 収 入 175,579 183,483 △ 7,904 資 産 処 分 差 額 80,606 80,604 2

資 産 売 却 差 額 2,234 2,235 △ 1 徴収不能額 8,695 8,638 57

事  業  収  入 279,417 275,819 3,598

雑    収    入 377,960 386,981 △ 9,021

帰 属 収 入 合 計 14,049,529 14,089,007 △ 39,478 ( 606 )

基本 金組 入額 合計 △ 1,365,496 △ 1,233,063 △ 132,433 (予 備 費) 199,394 199,394

消費 収入 の部 合計 12,684,033 12,855,944 △ 171,911 消費支出 の部 合計 14,472,200 14,142,932 329,268

当年度消費収入

(支出△)超過額

前年度繰越消費収入

(支出△)超過額

基本金取崩額 0 0

翌年度繰越消費収入

(支出△)超過額

学校法人金沢工業大学

△ 3,387,453

△ 1,599,286

支　 出　 の　 部

△ 1,788,167 △ 1,286,988

△ 1,599,286

決 算

△ 2,886,274

収  支  計  算  書
平成21年4月1日から平成22年3月31日まで

予 算 決 算 差 異

収　 入　 の　 部

差 異

△ 1,106,666

差 異 決 算 差 異

予 算

決 算予 算

収　 入　 の　 部 支　 出　 の　 部

予 算
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９.９.２経常的収入 

〔現況〕 

・経常的収入に関しては独立採算制をベースにしていますが、法人全体でのバランスの中で教育活動

に支障なく対応できていると認識しています。（資料９－９－②－１「金沢工業高等専門学校収入収

支等」） 

〔評価〕 

・経常的収入については、法人からの助成を受けてバランスを確保しています。 

・平成１７年以来、学生募集活動や学生指導を強化してまいりましたが、近年になって若干の好転の

兆しが見られるものの、一部学科の入学定員割れや中途退学者の増加による学生数の減少によって、

学生生徒納付金収入が漸減しています。 

・経常費補助金のうち「地方高等教育機関活性化」の特別補助金が制度変更となり、本校への補助が

打ち切られたことが、現在の法人助成に繋がっています。 

・長期的には授業料等の値上げも視野に入れた改善が必要と考えていますが、現時点においては本校

の特色化を推進し、安定した入学志願者の確保に全力を傾けることが法人全体の方針として合意さ

れています。 

・平成２１年度からは、経営改善のための助成金を獲得することが出来た中で、学生募集全体を見直

すと共に、対面募集を主軸に学生募集を行い、好転の兆しを掴むことが出来たと認識しています。 

〔改善点〕 

  安定した志願者の確保に向かって努力します。 
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（資料９－９－②－１） 

「金沢工業高等専門学校収入収支等」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　　　　　目

学生生徒等納付金収入 502,071 526,988 502,276 468,319 434,285

手数料収入 3,633 2,844 2,598 2,418 2,940

寄付金収入 1,153 1,808 2,282 1,935 1,623

補助金収入 147,970 141,552 153,694 165,235 215,624

　　　国庫補助金収入 147,928 141,510 153,659 165,197 215,408

　　　地方公共団体補助金収入 42 42 35 38 216

資産運用収入 19,387 13,354 11,749 1,187 6,693

資産売却収入 11 10 0 0 0

事業収入 2,191 481 12,357 12,311 684

雑収入 19,720 13,004 62,496 45,372 30,338

法人より助成 178,665 165,953 248,985 295,534 231,809

計 874,801 865,994 996,437 992,311 923,996

項　　　　　目

人件費支出 555,966 517,968 676,130 629,901 575,763

教育研究経費支出 175,371 197,889 205,003 219,740 212,443

管理経費支出 85,885 82,727 85,257 86,617 92,510

施設関係支出 26,773 56,204 24,170 36,889 6,634

設備関係支出 30,806 11,206 5,877 19,164 36,646

計 874,801 865,994 996,437 992,311 923,996

収入の推移

(単位　千円)
支出の推移

平17年度 平18年度 平19年度

平21年度

(単位　千円)

平21年度

平17年度 平18年度 平19年度 平20年度

平20年度
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９．９．３外部財務資源の活用 

〔現況〕 

・本校の教育の充実のためには最新の科学技術情報の入手と咀嚼、これを教育実践するための資源の 

活用が必要であると認識し、研究支援機構と共同し教職員の外部資源の導入を奨励しています。 

・本校の外部資源の導入としては科学研究費補助金、受託研究、企業等との共同研究、財団等の研究 

補助金同窓会等からの寄付金があります。（資料９－９－③－１「外部資源の導入状況（除く寄付 

金」） 

・平成１８年度からは、企業に働きかけて学生のものづくり活動支援のための財務資源を獲得するこ 

とが出来ました。本件は夢考房ものづくり財源の中に組み入れています。また、平成２０年度から 

は新たに卒業生の個人から、本校学生のものづくり支援のための財源を確保することが出来ました。 

（資料９－９－③－２） 

・今後更に活発化する学生のものづくり活動を支援するための外部資源の獲得のために、卒業生の「ホ 

ームカミングデイ」や、定期的な学校活動広報を通じて充実を図って行きたいと考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料９－９－③－１） 
「外部資源の導入状況」 

 科学研究費補助金の採択状況

区　　　　　分 平17年度 平18年度 平19年度 平20年度 平21年度

件　　数 4 5 6 6 4

金　　額 7,100,000 9,922,670 10,970,000 8,090,000 8,740,000

その他国の競争的資金の採択状況

区　　　　　分 平17年度 平18年度 平19年度 平20年度 平21年度

件　　数 1 1 3

金　　額 1,220,000 1,200,000 22,872,000

企業等からの外部研究資金の導入状況

区　　　　　分 平17年度 平18年度 平19年度 平20年度 平21年度

件　　数 3 2 3 2 8

金　　額 2,597,100 600,000 3,100,000 606,500 5,910,000

(単位　円)

(単位　円)

(単位　円)
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〔評価〕 

・外部資金の導入に当っては、資金提供策の認識が技術研究優先の傾向にあるため、本校のように教 

育研究を奨励している場合には、なかなか理解が得られない状況にある。しかしながら根気よく説 

明し合意を売ることが必要であると認識している。 

〔改善点〕 

  引き続き、教育研究への理解を深める努力をしてゆきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料９－９－③－２） 
「外部寄付金等獲得の状況」 
平成 
年度 

寄附者 金額 助成目的 活用先 

１８ ・材料系企業 ２,０００ 工学アカデミア全般 夢考房 
１９ ・材料系企業 ２,０００ 工学アカデミア全般 夢考房 
２０ ・材料系企業 

・システム系企業 
２,０００ 
２,０００ 

工学アカデミア全般 
工学アカデミア（高専） 

夢考房 
高専専用 

２１ ・材料系企業 
・システム系企業 

２,０００ 
２,０００ 

工学アカデミア全般 
工学アカデミア（高専） 

夢考房 
高専専用 
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９．９.４収支計画等 

〔現状〕 

・校長の教育研究方針のもと、各学科長が中心となり予算原案を作成し校長に提出されます。校長は

各学科長と調整後、学校の予算として学園予算事務局に提出します。提出された予算は、予算編成

審議会の審議、評議員会の意見を聞き、最終的に学園理事会において承認決定されます。 

・予算編成方針は法人全体として策定されます。このため校長は常に理事長に対し、本校における学

務の進捗状況や新たな計画について面談の中で報告、説明しています。 

・ 健全な財政状況ではありますが、厳しいことには変わりありません。将来の大規模な教育改革を

視野に入れ、平成２０年度には、２個学科の名称改編を実施し、受験関係者の意理解を得やすく

しました。同時に、３学科の定員削減を行い少子化に伴う支出削減を行いました。 

・本校としては、経常収支において法人助成を必要とする状況にあります。 

・法人全体とすれば、いわゆる不採算部門との見方もありますが、本校が、昭和３７年（１９６２年）

に全国私立高等専門学校で設置第１号として、本法人が最初に設置した高等教育機関であり、技術

者養成をめざす学園の教育理念実現の重要な役割を担って今日まで努力してきたものです。 

・法人全体の計画の中で今後とも十分なる教育研究活動が行える財政的基盤があると考えています。 

・平成２１年度には「自主的に経営改善に取り組む大学等への支援プログラム」（資料９－９－④－１）

を申請し、採択されました。この計画に基づき、更なる改善を図ってゆく積りです。 

〔評価〕 

・決定された本校の予算は、学園予算事務局より本校の予算関係者に伝達されます。 

・学園の全体予算は、学内報「旦月会」に掲載され全教職員に周知されます。 

・本校の将来計画や施設・設備計画、教育充実に係わる新規計画については、校長が理事長と面談を

行い、重点項目については学園の予算編成方針の中に位置付けられ、関係者に伝達明示されます。 

・法人からの助成によって適切な教育研究活動が行えていると考えています。 

・ここ近年の支出超過は法人にとって負担であることは事実であります。しかしながら、設置の歴史

的背景と、今日まで社会に必要とする多数の人材を輩出してきた実績を考えると、今後とも負担の

軽減を目指し、収支改善に努力してまいります。 

〔改善点〕 

 学生納付金の定数獲得のため、募集活動や広報活動に一層の工夫をします。また、教育活動に支障

のない範囲で支出の抑制に努めます。 
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（資料９－９－④－１） 

「自主的に経営改善に取り組む大学等への支援プログラム」 
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９．９．５収支バランス 

〔現況〕 

・本校としては、経常収支において法人助成を必要とする状況にあります。 （出典：「自主的に経営改善に取り組む大学等への支援プログラム」申請書、Ｐ１）
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９.９.５教育研究活動経費等 

〔現況〕 

・ 本校の予算は、前述の通り校長の教育研究方針により教員を中心として編成されています。予算

編成時に各目的に応じた教育研究に必要な予算の配分がなされます。決定された予算は事務局長

が予算管理責任者となり、目的に沿って適正に執行されているかを校長に報告します。 

・ 研究関係予算としては、原則的には外部資金の導入によっています。しかし、若年教員の専門力

育成や教育研究に勤しむ教員を支援するため、これらの教員を創造技術教育研究所（Creative 

Engineering Design Education Lab at Kanazawa Technical College、機関紙「創造技術教育」

（Annual Research Reports Publication）に配置し、研究費と資料代を支給しています。 

〔評価〕 

・予算原案の作成から、完了報告書の作成に至る一連の予算関連業務に、教員が係わることによって、

本校の財務状況や予算の仕組みに関心を持つ教員が増えています。 

・過去５年間の教育研究経費の目的別執行額は次の通りです。各目的別の執行額は本校の教育研究を

遂行するには十分であり、また、学生１人当たりの教育研究経費支出額においても、私立大学法人

（医歯系除く）の平均を超えています。 

〔改善点〕 

 現状においては妥当であると考えています。 

 

９．９・６財務諸表等の公表 

〔現況〕 

・学園全体の財務諸表を学内報である「旦月会」及び学内イントラネットによって公表してきました。

また、本校のホームページ及び保護者等への配付誌である「専・もはら」に掲載します。 

〔評価〕 

法人の財務諸表等については適切な形で公表されているものと認識しています。 

〔改善点〕 

 有りません。 

 

９.９.７会計監査等 

〔現況〕 

・学園に監査室が設置されています。監査室は毎年理事長監査を実施し、各部局や研究室等における

備品等の点検を行い、財産管理の適正を図っています。また、監査室では経常費補助金等の外部資

金の適正な執行に関する監査を常時行っています。 

・監査法人による監査は、平成２１年度では、延べ３名によって実施されています。 

〔評価〕 

・財務運営の健全性を図るべく適切な監査体制が構築され、実施されていると考えています。 

〔改善点〕 

 有りません。 
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９.９.８自己評価のまとめ 

本校の目的に沿った教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために必要な財政基盤

として校地・校舎・設備等の資産を有するとともに、学生生徒納付金、寄附金収入、手数料等の諸収

入ほか、法人から学校運営に必要な経費を受けるなど経常的な収入が確保されています。 
予算編成における財務に関する計画は建学の精神の具現化など教育活動等に関する基本政策及び主

な事業については、評議員会の審議を経て、学園理事会で決定し、学内報「旦月会」で教職員に明示

され、学内関係部署に対して適切に予算配分されています。また、経常的な予算に関しては、学科長

を中心に学内の関係教員の要望や意見を聞き策定されており、適切に配分執行されています。 
財務諸表の公表については、平成17年７月からホームページ及び、「専(もはら)」に掲載し公表する

こととしており、適切に対応できていると考えます。監査の状況については、監査室による内部監査

と公認会計士による外部監査の両面によって健全な財務運営が行われていると考えています。 

 
９.１０施設・設備 

９.１０.１施設・設備の整備 

〔現況〕 

・本校の校舎内には、教室、研究室、実験・実習室、コンピュータ演習室、多目的実験室等が整備さ

れ、別棟に創造実験用の高専夢考房が整備されています。また、金沢工業大学との共用施設として、

運動場、体育館、図書館、語学学習用の教室、夢考房施設、女子専用ラウンジ、合宿研修施設等が

整備されており、本校の教育に必要な教育環境が提供されています。 

・施設のバリアフリー化については、大学との共用施設については処置したため、支障がないものと

認識しています。本校専用部分については、これまで対象となる学生が在学したことがないため、

支障を感じていません。ただし、傷害による要介護学生については、同級生のボランティアによる

同行援助を行った場合があります。 

・環境対策については、本校建設時に配慮した積りです。排水枡、遊水地、非アスベスト化など対策

については終了しています。 

・薬品や一部の電気部品等の廃棄については、学園及び本校の安全委員会が管理（ケムネットシステ

ム）することで、使用と廃棄処置に万全を期しています。大型廃棄品等については年間１回（定期）

又は、必要に応じて（臨時に）専門廃棄業者に委託処理しています。 

・本校舎の耐震性については、平成５年以降の建築であることから、問題ありません。 

〔評価〕 

・高等専門学校設置基準を上回る校地、校舎が整備されることは当然でありますが、本校の施設設備

は教育の課程に実現に十分なものであると認識しています。また、大学との共用施設の利用によっ

て、より一層充実した内容の教育を可能としていると考えています。（資料９－１０－①－１）各施

設は安全及び環境対策が施され、学園安全委員会の専門スタッフによる巡視や点検（資料９－１０

－①－２「平成２１年度安全監査報告書（目次）」）がおこなわれており、十分な環境であると認識

しています。 

・本校の施設・設備及び大学との共用施設は、有効に利用されていると認識しています。 

〔改善点〕 

 有りません。 
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（資料９－１０－①－１） 
「校舎配置図」 

（出典 「学生便覧 2009」P.144）
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（資料９－１０－①－２） 
「平成２１年度安全監査報告書（目次）」 

（出典：「平成２１年度金沢工業高等専門学校安全監査資料」）
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９.１０.２ＩＣＴ環境の整備 

〔現況〕 

・本校の情報教育は、２教室あるコンピュータ演習室及びマルチメディア演習室（ネットワーク接続

コンピュータ111台）を主体とし、多目的実験室（無線LAN可能コンピュータ25台）と製図・物理実

験室（無線欄可能なコンピュータ20台）を使って適切な時間割配分による円滑な授業を行っていま

す。平成１９年度からは逐次各教室でも無線ＬＡＮを使用できる環境を整えました。コンピュータ

演習室は、授業以外の時間は毎日18時まで開放しています。また、大学との共有施設であるライブ

ラリーセンターや夢考房のネットワーク接続コンピュータも利用することが可能で、放課後も自由

に学べる環境が整備されています。 

・本校の情報ネットワーク環境の運営は、教育支援機構の情報処理サービスセンターが行っています。

本校は、情報処理サービスセンターから、コンピュータ演習室、多目的実験室などの情報設備や、

ソフトウェアの導入、メンテナンス、セキュリティ管理や教育内容の実施に関するアドバイス、さ

らには技術的な支援を受けています。 

・学生のニーズは多様であり、高度な要求に基づく高度な機器に関しては、マルチメディア考房の機

器を利用する等の対応によってその要求に応える仕組みを持っています。 

・平成１８年度から開始した低学年生へのノートパソコンの無償貸与により、ＩＴ機材による環境は

大幅に向上していると認識しています。 

・情報セキュリティについては、インターネットからのウィルス等の侵入を防ぐため例外のない完全

一方通行のファイアウォール設置とログ解析、ならびにインターネットとの接続部分に設置したウ

ィルスフィルタリングと、個々のパソコンに導入されたウィルス対策ソフトにより、情報セキュリ

ティ対策が講じられています。これは、高専のみならず大学と共通の「セキュリティポリシー」（資

料９－１０－②－１）のなかで運営されています。また、ウィルスに関する最新情報は、情報処理

サービスセンターからホームページなどで全学生及び教職員に告知しています。さらに、情報処理

サービスセンターにおいてネットワークのトラフィックを確認しており、接続異常が疑われる場合

は高専パソコン室担当教員に連絡されることになっています。 

・パソコン及びネットワークの利用にあたっては、情報処理サービスセンターが定めるネットワーク

利用規範にそった運用を行っています。たとえば、パソコン室の学生によるメール交換に関しては

室内に限定しています。これは、情報リテラシー教育と情報倫理教育を平行して実践していく過程

において、低学年の学生がネチケットを理解しないまま、外部へ情報発信することを防ぐためであ

ります。インターネットへの送受信を行うためのユーザーIDの取得については、センターが実施す
る、情報倫理教育コースの修了が義務づけられています。なお、学生に対する本校のセキュリティ

ポリシーの周知徹底について、現在では、各学科の授業の中（電気情報工学科：コンピュータⅠ」、

機械工学科：「情報処理Ⅰ」、グローバル情報工学科：「情報処理Ⅰ」）において指導していると共に、

一部の学科においては、ショートホームルーム等においても再度指導しています。その他にも、全

学生に対して配付している学生便覧や、全学生が閲覧可能な情報処理サービスセンターのホームペ

ージからも情報発信しています。 
・平成１９年度以降、各教室のＩＴ環境の整備を進め、ビデオライブラリーの利用、固定プロジェク

ターの設置、無線ＬＡＮの設置など推進してきました。これにより各教室からＬＣの視聴覚教材を

利用する環境が整いました。平成２１年度には、海外提携校との間でＴＶ会議システムを運用でき

る環境を整備しました。同時に、電子黒板などのＯＡ機器の整備も行っています。 
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〔評価〕 

・本校の特色の一つである情報教育に必要な体制は、現時点において本校の要求に基づいて整備でき

ており、活用されていると考えています。 

・本校では金沢工業大学との共用施設（教育支援組織）の利用によって優れた情報環境や図書及び学

術雑誌等の利用が可能となっています。 

〔改善を要する点〕 

・情報教育の一層の進展を図るためには、全学生がパソコンを保有し、日常的に利用できる高度な情

報ネットワーク環境を整備する必要があると考えています。平成１９年度から開始した教室のＩＴ

化計画により教育環境は大幅に改善されています。同時に、３年生以下及び大学進学希望者、留学

経験者のほとんどはパソコンを保有するようになりましたが、未だ全員保有とはいえない状況にあ

ります。パソコンは自学自習を習慣付ける良い教材と認識していますので、今後も一人台のノート

パソコン環境普及のための努力をすることが必要と考えています。 

・ネチケット教育には十分な努力をしていると思っていますが、学生個々による管理も大切であると

考えています。今後も、機会を捉えて教育する所存です。 
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（資料９－１０－②－１） 

「学校法人金沢工業大学の情報セキュリティポリシー」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

学校法人金沢工業大学の情報セキュリティポリシー 
 

１．基本指針 
   学校法人金沢工業大学(以下｢本法人｣という。）では、設置する金沢工業大学並びに金沢工業
高等専門学校の教育研究及び管理運営にかかる諸業務において、システム化、ネットワーク化
による教育システムや修学支援システムなど、多岐にわたる情報システムを構築している。そ
の結果、所有する教育、研究、管理運営業務などに利用される諸情報の安全性の確保が本法人
の健全な経営を維持していくうえでの重要な課題になってきている。また、学内外の研究者、
教育者、その他関係者との学内ネットワークやインターネットを介した情報交換においても、
ネットワークの国際的レベルの安全性や高い信頼性が求められるようになってきた。このため
本法人では、情報資産を保護し、情報セキュリティの管理を的確に遂行するため、情報セキュ
リティポリシーを定めるものとする。 

  また、本セキュリティポリシーは、1980年に採択されたＯＥＣＤプライバシー・ガイドライ
ン８原則のうち、情報の正確性、完全性、最新性を求めた「データ内容の原則」、目的外の使
用の制限を求めた「利用制限の原則」、そして、情報の紛失、破壊、修正、開示等の危険に対
する安全保護措置を求めた「安全保護の原則」に照らして策定するものとする。 

 
２．セキュリティポリシーの適用範囲と対象 
 本セキュリティポリシーの適用範囲は、本法人が有する教育研究及び学校運営に係わる情
報資産（ハードウェア、ソフトウェア、データ、情報、ネットワーク及びこれらに関連する
施設、設備、ドキュメント、保存媒体等）であり、適用対象者はこれらの情報資産を取り扱
う次のものとする。 
（１）本学の理事 
（２）本学の教職員 
（３）本学の学部生、大学院生、高専生、研究生、聴講生 
（４）本学の教職員と共同して教育研究を行う者 
（５）情報セキュリティ責任者が適当と認めた者 
（６）非常勤教職員 
（７）（１）～（６）の他、派遣社員、委託先業務従事者など、雇用形態、職位、勤務場所

を問わず、本学の情報システムを使用する者 
 
３．セキュリティポリシーの管理体制 
  本セキュリティポリシーは、情報セキュリティ責任者（以下「CISO：Chief Information 

Security Officer」という。）のもとで策定し運用するものとする。 
 また、本学の運営環境やシステム利用環境の変化、情報技術の進展などに伴い、必要に応じて
ＣＩＳＯを長とする情報セキュリティ委員会（以下「セキュリティ委員会」という。）を設置す
る場合がある。 

 セキュリティ委員会が設置された場合の構成員は次のとおりとする。 
（１）情報セキュリティ責任者（CISO） 
（２）個人情報管理責任者 
（３）情報システム部門責任者 
（４）情報システム部門技術者 
（５）情報資産管理者の代表 

 
４．セキュリティ管理責任 
（１）情報資産管理者の責務 

 各部局が保有する情報資産の管理を行うため、各部局に情報資産管理者を置く。情報
資産管理者は、その管理対象となる情報資産の保護に関し、本セキュリティポリシーの定
めに則って管理がなされているかを継続的に監視し、違反行為を発見したときは、改善を
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施すと共にＣＩＳＯに報告する義務と責任を負う。 
（２）情報資産利用者の責務 

情報資産の利用者（以下「利用者」という。）は、当該所属部局及び利用する業務に係る
情報資産の利用権限に応じて、本セキュリティポリシーを遵守する義務と責任を負う。 

 
５．コンピュータネットワーク利用規範 

本学では、正規の利用者に対して、ネットワークならびにサーバーコンピュータへのアクセ
スを保証し安定した運用を行うために、利用者が遵守すべき行動の基準（規範）を次のように
定めている。 
また、利用者には、ネットワークを使用する際のすべての行為に対して責任を負うとともに、

情報セキュリティ関連法規や規則の遵守を義務づけている。  
（１）虚偽に利用者ＩＤを申請したり、不正に他人の利用者ＩＤを使用してはならない。 
（２）自分の利用者ＩＤを他人に使用させてはならない。 
（３）システム資源を大量に消費することにより他の利用者の正常な使用を妨害したり、コン

ピュータシステムの正常な運用を妨げるような行為により、他の利用者に迷惑又は損害を
与えてはならない。（求められていないゴミメールやチェーンレターの送信を禁止する。ま
た、故意にコンピュータシステムを混乱させる行為や有害なプログラムの持ち込みを禁止
する。） 

（４）営利、非営利を問わず、商用を目的とした利用をしてはならない。 
（５）他人のプライバシーを侵害したり、他人を誹謗中傷してはならない。 
（６）嫌がらせや、公序良俗に反する行為、その他脅迫的行為をしてはならない。 
（７）著作権の対象になっているものに対して、著作権者の許可や正規のライセンスなしにこ

れを侵害してはならない。 
  さらに、学内ネットワークや情報システムの安全性を確保するため次の遵守事項を定めてい
る。 
（１）学内ネットワークは、教育研究及び設置する学校の運営業務以外の目的に使用してはな

らない。 
（２） 学内ネットワークに、コンピュータやネットワーク機器を接続しようとする者は、必要

なネットワーク接続手続きを行なわなければならない。 
（３）学内ネットワークに、コンピュータを接続しようとする者は、ウィルスの感染を防止す

る対策を講じなければならない。 
（４）ウィルスに感染した場合、あるいは感染の疑いがある場合は、直ちにネットワークから

切り離し感染の拡大を防止しなければならない。 
  一方、学内ネットワークや情報システムの安全性を確保するため、次の措置を講じるものと
する。 
 （１）悪意ある者からの学内ネットワークに対する攻撃やウィルスの侵入を防御するため、ネ

ットワークの出入口で、FireWall によるパケットフィルタリングやメールサーバーによ
るウィルス検知を行う。 

（２）個人情報などの重要な情報へのアクセスにあたっては、情報の登録時や参照時の認証や
アクセス制御ならびに暗号化などの対策を施し、安全性と信頼性を確立するものとする。

 
６．一般的な遵守事項 

本法人の情報資産を保護するために、適用対象者は次に掲げる事項を遵守しなければならな
い。 
（１）学外への持ち出しの制限 
  情報の漏洩、改ざんを防止する観点から、情報資産が記憶されたコンピュータ機器や記
憶媒体を学外へ持ち出してはならない。 

（２）情報資産の複製の制限 
  情報の正確性、完全性、最新性を求めた「データ内容の原則」から、情報システム部門
が管理する情報資産が収納されたサーバーシステムからのデータの複製をしてはならな
い。なお、業務運営上の必然性により、やむを得ず複製が必要な場合は、ＣＩＳＯの事前
承認を必要とする。 
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（３）守秘義務 
 公共の利益を優先する必要があると判断される場合、及び業務遂行上必要と認められる場

合を除き、業務遂行に際して知り得た情報及び技術を、第三者に開示、提供、漏洩してはなら
ない。 
 また、個人のプライバシーに関する情報を取り扱う場合は、その保護に留意すると共に、

事故が発生しないように対策を講じなければならない。 
（４）知的財産権の保護 
 本法人が保有する知的財産権を保護し、また、第三者が保有する知的財産権を侵害しては

ならない。 
（５）事故、障害の報告義務 
 事故及び障害を発見したとき、或いは発生が予測されるときは、各部局の情報資産管理者

等に速やかに報告し、その損害を最小限に抑制する行動をとらなければならない。 
（６）外部委託時のセキュリティ管理 

 情報資産に関わる業務を外部に委託する場合は、外部委託業者と交わす契約書に、問題
が発生した場合に責任の所在が明確になる項目や、本法人の情報セキュリティポリシーが
遵守されなかった場合の対応に係わる項目などを明記するなど、情報資産の外部への漏洩
を防止するための措置を講じなければならない。 

（７）情報セキュリティ関連法規や規則の遵守義務 
 個人情報の保護に関する法律をはじめ、不正アクセス行為の禁止等に関する法律、特定電

気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（通称 プロバイ
ダ責任法）、電子署名認証法、電子帳簿保存法、著作権法および刑法ならびに今後制定される
情報セキュリティ関連法規等を遵守しなければならない。 

 
７．情報セキュリティに係わる禁止行為 

次に掲げる情報セキュリティを脅かす行為は、いかなる場合も行ってはならない。また、利
用者は、悪意を持ってこれらの行為を行う者が存在することを認識し、被害に遭わないように
各々が予防措置を講ずるなど、十分な注意を払うことが求められる。 
（１）不正アクセス 

他人の利用者 ID とパスワードを用いて、正当な所有者の許可なくネットワーク・サー
バや情報システムに不正にアクセスし、情報の盗聴、窃盗、漏洩、改ざん、破壊、消失等
を行う。 

 （２）不正浸入 
    セキュリティ・ホール（システムの欠陥）やサーバの不適切な設定を突いて、管理者権

限を奪いシステムに不正にアクセスし、Webページの書き換えや情報の漏洩、改ざん、破
壊等を行う。 

 （３）不正攻撃 
悪意を持った者によるポート攻撃などにより、ネットワークや情報システムへの運用妨

害を行い、異常停止に至らしめる。 
（４）スパム・メールの送信 

受信を希望していない者に不要なメールを大量に送りつけ、混乱を引き起こす。 
（５）メール爆弾の送信 

大量のメールや大容量の添付ファイルを一度に特定のメール・サーバや個人に対して送
信し、混乱を引き起こしたり運用妨害を行う。 

 （６）なりすまし 
    他人の利用者IDとパスワードを用いて、正当な所有者に成り代わってネットワーク・サ

ーバや情報システムからのサービスを受けたり、情報の窃盗、洩えい、改ざんを行う。 
（７）盗聴 

ネットワーク上を流れるパスワード情報やメールの内容などを盗聴し、情報の窃盗、漏
洩を行う。 

 （８）盗難 
盗難や置き忘れられたコンピュータや記憶媒体から、情報の窃盗・漏洩を行う。 

（９）DoS（サービス不能）攻撃（DoS:Denial of Service ) 



 - 313 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 「金沢工業高等専門学校関係規則集」PP.49～53） 

    意図的に大量のパケットを送り付けて、特定のサービスやコンピュータおよびネットワ
ークを一時的あるいは継続的に使用不能にさせる。 

 （10）コンピュータ・ウィルスの配信 
不正プログラムを広く配信することにより、データの破壊、消失やコンピュータを機

能不全に陥れる行為で、拡散により多くのコンピュータに被害を及ぼす。 
（11）その他 

倫理観、道徳観の欠如による機密情報の漏洩や窃盗、迷惑メールの発信や掲示板への
いたずら書き、著作権違反や肖像権の侵害、人権侵害やプライバシー侵害などの行為。 

 
８．事故発生時の報告義務 
  本セキュリティポリシーに基づく適切な情報セキュリティ管理を行っていても、不測の事故
や障害などの発生に加え、様々な攻撃にさらされることが予想される。このような不測事態発
生時には、ＣＩＳＯに対して速やかに報告するものとする。 

 
９．遵守義務と罰則 
 本セキュリティポリシーは、適用範囲で規定したすべての者にその遵守を義務づける。また、
本セキュリティポリシーの違反者には罰則を科すことがある。 

  さらに、セキュリティポリシー適用対象者が、本法人の情報セキュリティシステムに重大
な影響を与える行為、個人のプライバシー侵害に該当する行為、資産損失を招くような悪質
な行為等を行ったと認められる場合には、就業規則や学則等に則った処分を科すことがある。

  また、不測事態の発生により社会的信用の失墜が避けられない場合は、ＣＩＳＯの判断によ
り、その改善措置がとられるまでの間、例外措置を設定することを妨げない。 

 
10．他の規則等との関係 
  学術情報ネットワークに係る部分は、国立情報学研究所の「SINET（Science Information 

NETwork）の利用に関する規則」が優先的に適用されるものとする。 
 
11．セキュリティポリシーの開示 
  本学の情報資産を使用するすべての者に対して本セキュリティポリシーを周知するため、ホ
ームページを通じて開示するものとする。 

 
12．適用時期 
   このセキュリティポリシーは、平成 17 年３月 22 日に制定し、平成 17 年４月１日施行する。
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９．１０．３教育研究用資料の整備と活用 

〔現況〕 

・本校では金沢工業大学との共用施設であるライブラリーセンターに図書、学術雑誌、視聴覚資料等

が整備されています。また、教科目に対応した参考図書をはじめ、資格検定テキスト等を配架して

います。ライブラリーセンターにはサブジェクトライブラリアン（ＳＬ）の制度があり、本校教員

も必ず１名がＳＬに就任し、各学科に対応したライブラリーセンターの運営に参画することとなっ

ています。 

・ＬＣ２階フロアの「教科書コーナー」には、学習内容を再確認できるように高専５年間の教科書及

び学習支援計画書（シラバス）に表記されている参考書を排架し、整備しています。その他、英語

教育を支援するため、イクステンシブ・リーディング教材としての「ペンギンリーダーズ」等を揃

え、「高専英語図書コーナー」を設置しています。 

・ＬＣの積極的な活用を推進する取り組みとして、館内には資料検索端末（全ての端末に操作マニュ

アルを配置）を設置し、学生が、自ら必要とする図書をピンポイントに探し出すことを可能として

います。専門分野の図書は、機械工学、電気工学、情報工学など、本校の学科において扱う専門領

域を配慮した形で排架されており、本校の学生にとって利用しやすい環境を構築しています。 

・サブジェクトライブラリアン（ＳＬ）制度とは、大学の各専門分野を代表する教員と本校の代表教

員から成るチームが、大学及び高専における学習支援プログラムの企画立案を行うと共に、学生に

対して充実した学習支援を行うものです。基本的役割については、以下のとおりです。 

（1）主題（専門分野）情報専門家としての役割 

（2）ＬＣの企画スタッフとしての役割 

（3）教員、学部生、院生、高専生等に対する、ＬＣを用いた情報入手や研究、教育上の情報利用

の啓蒙 

（4）ＳＬとＬＣスタッフ(Library Staff：ＬＳ)との協力によるＬＣ所蔵の研究情報、教育情報

の性格や質の評価および向上とその入手方法や適切な情報サービスの在り方に関する企画

検討 

 こうしたＳＬの役割によって、本校とライブラリーセンターの連携が図られ、先に述べたような

正課・課外における学生に対する充実した学習支援を提供しています。 

〔評価〕 

・本校が必要とする図書、学術雑誌、視聴覚資料については必要な量及び内容の整備がなされている

と考えます。またその利用や新たな購入に関する要求に対しても適切に対応がなされ活用されてい

ると考えています。（資料９－１０－③－１「図書、学術雑誌、視聴覚資料等の内容・冊子等のデー

タ」） 

・ 図書の貸出冊数は年々減少傾向にあります。これは、最近の学生の読書離れの傾向も原因の一つ

と考えられますが、新入生に対するＬＣ利用者教育体制の弱体化が大きな要因と考えられます。

ＬＣ利用者教育については、自学自習の観点から大きな課題であり、各教科担当教員やサブジェ

クトライブラリアンを中心に、十分な対応が必要と認識しております。 
・ 読書離れを改善するため、国語科教員が読書感想文を書かせて指導することを実施しています。

また、専門教育においてもレポート作成課題について参考図書を提示し、読むことの必要性を教

育しています。また、この施策を進めるため、学生掲示板には、時機に適した校長推薦図書を紹

介しています。（資料９－１０－③－２「校長推薦図書の掲示」） 
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〔改善点〕 

・ 読書を進めていますが、毎月の統計結果では図書館を利用する読者数が増えていません。各教科

の課題等の調査先としてＬＣ活用を高める努力をしてゆきたいとおもいます。 

 

 

（資料９－１０－③－１） 
「図書、学術雑誌、視聴覚資料等の内容・冊子等のデータ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専用 共用 専用 共用

22,116 0 931 0

英語関係 1,054 0 621 0

その他 149 0 32 0

480 0 27 0

23,799 0 1,611 0

2,895 0 271 0

5,128 0 379 0

2,445 0 274 0

4,247 0 420 0

14,715 0 1,344 0

19 0 1 0

31 0 0 0

36 0 0 0

55 0 1 0

141 0 2 0

39

51

28

352

470合計

視聴覚資料

一般関係図書合計

専門科目関係合計

合計

一般共通

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報工学科

電気情報工学科

機械工学科

専門共通

学術雑誌

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報工学科

電気情報工学科

機械工学科

一般共通

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報工学科

左のうち外国書の冊数又
は種類

外国語関係

専門科目関係
電気情報工学科

機械工学科

備　　考
冊数、種類又は点数

区　　分

人文・社会・自然

一般科目

保健体育関係
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〔改善点のまとめ〕 

施設、設備の整備・活用状況、及び図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料の

整備状況を総合的に判断すれば、現時点において相応であると考えています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料９－１０－③－２） 
「校長推薦図書の掲示」 

 


